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税務訴訟資料 第２６４号－２１（順号１２４０２） 

広島高等裁判所岡山支部　平成●●年（○○）第●●号　納税告知処分等取消請求控訴事件 

国側当事者・国（倉敷税務署長） 

平成２６年１月３０日棄却・上告受理申立て 

（第一審・岡山地方裁判所、平成●●年（○○）第●●号、平成２５年３月２７日判決、本資料２

６３号－６０・順号１２１８４） 

判 決 

控 訴 人  国 

同代表者法務大臣 谷垣 禎一 

処分行政庁  倉敷税務署長 

恩地 勉 

同指定代理人 大原 高夫 

同  小野村 悟 

同 赤代 道郎 

同 村田 剛 

同 金田 光司 

同 笹木 祐司 

同 荒内 保裕 

同 清水 良樹 

同 阿井 賢二 

被控訴人  Ａ組合 

同代表者理事長  甲 

同訴訟代理人弁護士 近藤 正昭 

主 文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

事実及び理由

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ 被控訴人の請求を棄却する。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、平成１９年１２月１０日当時、被控訴人の理事長であった乙（以下「乙理事長」とい

う。）が、被控訴人に対して５５億６３２３万０９３４円の借入債務を負っていたところ、同日、

被控訴人が、乙理事長に対して、乙理事長等が所有又は共有する不動産（後記の本件各不動産）

を被控訴人に売却する売却代金と対当額で相殺した後の残元本債務４８億３６８２万１２３５

円（後記の本件債務）を免除した（後記の本件債務免除）ことにつき、倉敷税務署長は、本件債
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務免除により乙理事長が得た経済的利益（後記の本件債務免除益）が乙理事長に対する賞与に該

当するとして、平成２２年７月２０日付けで被控訴人に対して同債務免除等に係る平成１９年１

２月分の源泉所得税１８億３５５０万６２４４円の納税告知処分（後記の本件納税告知処分）及

び不納付加算税１億８３５５万円の賦課決定処分（後記の本件賦課決定処分。本件納税告知処分

と併せて後記の本件各処分）をしたところ、被控訴人が、控訴人に対し、本件各処分（ただし、

上記納税告知処分については、平成２３年１２月２０日付け裁決により、源泉所得税４８０円の

部分につき取り消された後のもの）の取消しを求めた事案である。 

 原判決は、被控訴人の請求を認容したところ、これを不服として、控訴人が本件控訴をした。 

 なお、書証については、特に断らない限り、枝番号を含む。 

２ 前提となる事実等、本件各処分の適法性に関する控訴人の主張、争点及び当事者の主張は、次

のとおり改めるほかは、原判決「事実及び理由」中の「第２ 事案の概要」の１ないし３（原判

決１頁２６行目から同９頁２２行目まで）並びに原判決添付別紙「本件各処分の適法性に関する

被告の主張」（原判決１６・１７枚目）、同「不動産目録」（原判決１９・２０枚目）に記載のと

おりであるから、これを引用する。 

(1) 原判決３頁４行目から同頁１９行目までを削除し、同３頁２０行目の「(5)」を「(4)」と、

同４頁３行目の「(7)」を「(6)」と、各改める。 

(2) 同３頁２３行目の末尾に、次の文章を付加する。 

「（ほかに、控訴人は、乙理事長の親族等名義の収入を乙理事長が自己の債務の弁済のために

調達できる資金であるとみることができると主張し、被控訴人がこれを争っている。）」 

(3) 同３頁２４行目から同４頁２行目までを、次のとおり改める。 

「(5) 債務免除益の特例について定めた所得税基本通達３６－１７（以下「本件通達」とい

う。） 

 債務免除益のうち、債務者が資力を喪失して債務を弁済することが著しく困難であると

認められる場合に受けたものについては、各種所得の金額の計算上収入金額又は総収入金

額に算入しないものとする。ただし、次に掲げる場合に該当するときは、それぞれ次に掲

げる金額（次のいずれの場合にも該当するときは、その合計額）の部分については、この

限りでない。 

ア 当該免除を受けた年において当該債務を生じた業務（以下この項において「関連業務」

という。）に係る各種所得の金額の計算上損失の金額（当該免除益がないものとして計

算した場合の損失の金額をいう。）がある場合  当該損失の金額 

イ 法第７０条《純損失の繰越控除》の規定により当該免除を受けた年において繰越控除

すべき純損失の金額（当該免除益を各種所得の金額の計算上収入金額又は総収入金額に

算入することとした場合に当該免除を受けた年において繰越控除すべきこととなる純

損失の金額をいう。）がある場合で、当該純損失の金額のうちに関連業務に係る各種所

得の金額の計算上生じた損失の金額があるとき  当該繰越控除すべき金額のうち、当

該損失の金額に達するまでの部分の金額」 

(4) 同７頁４行目の末尾に、改行の上、次の文章を付加する。 

「 控訴人の主張ア及びイは否認ないし争う。 

 控訴人の主張ウは、否認する。被控訴人の乙理事長に対する貸付債権は、不良債権で、弁

済猶予により一部内入弁済がなされている状況であった。」 
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(5) 同７頁５行目から同８頁１２行目までを、次のとおり改める。 

「（控訴人の主張） 

ア 主位的主張 

 本件債務免除益全額が所得税法３６条１項にいう「経済的な利益」に該当するから、こ

れを源泉徴収税額の計算上給与等の金額に算入すべきである。 

 乙理事長名義の資産に加えて、乙理事長の親族名義を借用している資産を加えると、乙

理事長の資産は３３億９５８３万９１４１円となる。また、乙理事長は、訂正後の前提事

実(4)記載の年間収入のほかに、親族名義で乙理事長が容易に調達することができる年間

収入が１６９３万１２６２円存在する。 

 したがって、本件債務免除当時、乙理事長は、資力を喪失して債務を弁済することが著

しく困難であったとはいえず、本件債務全額が所得税法３６条１項にいう「経済的な利益」

に該当する。 

イ 予備的主張 

 本件債務免除益のうち、乙理事長の資産の額から本件債務以外の乙理事長の債務の額を

控除した金額は、所得税法３６条１項にいう「経済的な利益」に該当するから、これを源

泉徴収税額の計算上給与等の金額に算入すべきである。 

 乙理事長の資産は、少なくとも３３億９５８３万９１４１円あり、これを乙理事長の被

控訴人以外の債権者に対する負債合計額４億４０８４万２８５７円の弁済に充てたとし

ても、残額２９億５４９９万６２８４円は本件債務の弁済に充てることができるのである

から、所得税法３６条１項にいう「経済的な利益」に該当する。そうすると、本件債務免

除について徴収すべき所得税額は１１億２０４０万３０２８円、平成１９年分の乙理事長

の給与にかかる年末調整による過納額は９２６０円であるから、平成１９年１２月分の乙

理事長に係る徴収すべき所得税額は１１億２０４１万２２８８円、国税通則法６７条１項

に基づく不納付加算税額は１億１２０４万１０００円となる。 

ウ 本件債務免除当時、乙理事長が弁済するための資金を調達することができるか否かの判

断については、弁済期が経過している債務のみを前提として判断すべきであり、弁済期が

経過していないものを含めて判断するのは相当ではない。本件債務免除の対象となった本

件債務のうち、平成１５年以前のものについては、弁済期が定められていなかったが、平

成１６年頃、乙理事長と被控訴人との間で、毎月末に５００万円弁済する旨の合意をし、

それ以前に生じている債務も含めて弁済期、弁済方法が定められ、乙理事長は、この定め

に従い、債務の弁済を遅滞したことはなかった。」 

(6) 同９頁１行目の末尾に、改行の上、次の文章を付加する。 

「 控訴人の主張は、否認ないし争う。」 

(7) 同９頁２行目から同頁２２行目までを、次のとおり改める。 

「（控訴人の主張） 

ア 源泉徴収義務の発生原因となる法律行為の錯誤無効を安易に認めて、源泉徴収義務を免

れさせることは、源泉徴収義務者間の公平を害するとともに、租税法律関係を不安定にし、

ひいては源泉徴収制度の破壊につながるものであるから、法定納期限後においては、控訴

人に対して、源泉徴収義務の発生原因となる法律行為の錯誤無効を主張することはできな

いと解すべきである。被控訴人が本件債務免除の錯誤無効の主張をしたのは源泉所得税の
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法定納期限後であるから、被控訴人は控訴人に対し、本件債務免除の錯誤無効を主張する

ことはできない。 

イ 被控訴人の主張する錯誤は、要素の錯誤とはいえない。 

(ア) 被控訴人は、本件債務を免除する効果意思を有していたことは明らかであり、本件

債務免除が非課税となることは動機に過ぎないところ、その動機は、黙示的にも表示さ

れたとはいえないから、要素の錯誤とはいえない。 

(イ) 乙理事長は、同人の債務のうち弁済期にあるものを弁済することが可能であり、ま

た、本件債務を全部弁済することも可能であったというべきであるから、被控訴人の代

表者である乙理事長は、自分が資力を喪失して債務を弁済することが著しく困難であっ

たとはいえないことを認識していた。 

(ウ) 源泉所得税は、最終的には乙理事長が負担すべきものであり、最終的な税負担を負

う立場にない源泉徴収義務者である被控訴人に、税負担を原因とする錯誤が生じること

はあり得ない。 

(エ) 本件債務免除は、被控訴人が金融機関から債務免除を受けたことと併せて、意図的

に行われたものであり、乙理事長の資力を考慮してなされたものではない。すなわち、

被控訴人が金融機関から債務免除を受け、２０億円余りの多額の債務免除益が被控訴人

の決算書に計上されることになると、農業協同組合や被控訴人の重要な取引先である銀

行への説明に窮することになることから、被控訴人が金融機関から債務免除を受けた平

成１９年１２月７日の直後である同月１０日に本件債務免除をしたものである。」 

第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実 

 前提となる事実等、証拠（甲２ないし４、乙２ないし４、９、１０、１２、１４、１９ないし

２２、２４、４０、６３、６４、７８の１３、２２２）及び弁論の全趣旨によれば、次の事実が

認められる。 

(1) 乙理事長の地位等 

 乙理事長は、昭和５６年頃被控訴人の専務理事に就任し、平成●年●月●日から平成●年●

月●日までの間、被控訴人の理事長の地位にあったが、そのほかに、本件債務免除がなされた

平成１９年１２月１０日当時、Ｄ株式会社の代表取締役並びにＧ株式会社及びＨ株式会社の各

取締役の地位にあった（以下、被控訴人と上記各社を「Ｉグループ」という。）。 

 乙理事長は、昭和４２年から有価証券取引を行っており、昭和６０年頃からは有価証券先物

取引も行うようになった。 

(2) 本件債務免除の経緯 

 被控訴人は、昭和５６年頃から、金融機関から借り入れた資金を、乙理事長に転貸してきた。 

 乙理事長は、被控訴人及び金融機関から借り入れ（平成１２年１２月時点で合計７１億円余）、

これを有価証券取引等の資金に充てていたが、バブル崩壊後、借入金を返済できない状況が続

いていた。なお、乙理事長は、平成１７年７月３１日に株式会社Ｊから債務免除を受けた（以

下、この債務免除による経済的利益を「平成１７年の債務免除益」という。）が、以後、本件

債務免除を受けた平成１９年１２月９日まで、乙理事長の資産の増加はなかった。 

 乙理事長は、資産及び負債の状況に鑑みると借入金に係る利息を支払うことが困難な状態に

あるなどとして、被控訴人に対し、利息の減免を求め、被控訴人は、平成２年１２月２６日以
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降、理事会で協議の上、利息の減免をしてきた。利息の減免措置について、被控訴人は、倉敷

税務署に相談し、源泉徴収しなかった。 

 乙理事長は、被控訴人に対し、毎月一定額を返済し、ほかにも臨時で返済することがあった

が、平成１６年頃以降、毎月の返済額は５００万円であった。 

 乙理事長及びその連帯保証人である丙（乙理事長の元妻）は、利息の減免を申し入れた頃か

ら、被控訴人に対し、被控訴人に対する借入金の支払が困難であるため、免除の申入れもした

が、被控訴人はこれに応じなかった。平成１９年１２月９日、被控訴人の理事会において、乙

理事長及び丙の借入金免除の申出について、議長である被控訴人専務理事の甲は、乙理事長の

債務超過の状態が長期間継続し、被控訴人のほかＩグループに属する会社が本件各不動産の一

部について長期間賃借して建物を建築して会社運営を行っていることから、乙理事長及び丙が

第三者に本件各不動産を譲渡して本件債務の支払に充てることとなれば、被控訴人の運営上支

障を招き、また、乙理事長及び丙が本件各不動産を第三者に譲渡しても、その譲渡価格が著し

く低額になる可能性が高く、その結果、乙理事長及び丙からの債権回収金額が少額となること

が予想される旨説明し、本件各不動産の買入価格と借入金を対当額で相殺し、相殺後の残元本

債務４８億３６８２万１２３５円及び連帯保証債務を免除することを決議した。同理事会に出

席した理事らの中には、乙理事長所有・共有の全ての不動産の処分を求める者がいたが、乙理

事長から、全ての不動産を処分すると公租公課を支払うことができなくなるため、一部の資産

を残してほしい旨の申入れがあり、最終的に理事会において上記のとおり本件債務免除が決議

された。 

(3) 本件債務免除後の状況 

 本件債務免除後、被控訴人は、乙理事長に対し、貸付けを行っていない。 

 乙理事長は、本件債務免除後も、平成●年●月●日まで被控訴人の理事長の地位にあり、本

件債務免除前と同額の月額３０万円の給与を得ていた。乙理事長名義の平成２０年分の収入は、

不動産収入２７４０万２０００円、配当３４万２８２４円、給与６００万円及び公的年金等７

６万７７４８円の合計３４５１万２５７１円であった。 

(4) 乙理事長は、同人の平成１５年分、平成１６年分及び平成１７年分の所得税の各更正処分

及び過小申告加算税の各賦課決定処分に対して異議を申し立て、平成１９年８月６日、倉敷税

務署長は、平成１７年の債務免除益について、本件通達の適用があると判断した（以下、この

異議決定（甲４）を「乙理事長の課税処分に対する異議決定」という。）。 

(5) 本件債務免除当時被控訴人の専務理事で、乙理事長が被控訴人の理事長を退任した後被控

訴人の代表者理事長に就任した甲は、本件債務免除の理由について、倉敷税務署の担当者に対

し、乙理事長の課税処分に対する異議決定において、平成１７年の債務免除益につき本件通達

の適用があると判断されており、その後も乙理事長の資産が増加していないことから、乙理事

長に資力がなく、支払が不可能と判断したことと、被控訴人に対する乙理事長の貢献度の大き

さ（被控訴人を大きくしたことと、被控訴人を法人格なき社団としたことにより税金面で優遇

を受けられるようになったこと）である旨述べている。 

(6) 被控訴人は、平成１９年１２月７日、金融機関から、２０億３７５０万１６４０円の債務

免除を受けた。 

２ 争点(1)（本件債務免除益が給与等に該当するか）について 

(1) 所得税法２８条１項は、「給与所得とは、俸給、給料、賃金、歳費及び賞与並びにこれらの
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性質を有する給与（以下「給与等」という。）に係る所得をいう」と規定している。同項が給

与所得を包括的に規定している趣旨からすると、給与所得を実質的に解し、雇用契約に限らず、

これに類する委任契約などの原因に基づき提供した労務（役務）の対価として支給されるもの

も給与等に含むものと解される。したがって、法人の役員が法人から支給を受ける報酬も、役

員の労務又は役務の対価とみることができることから、給与所得に含まれると解される。 

 そして、所得税法１８３条１項は、給与等の支払をする者に対し、その支払の際、その給与

等について所得税を徴収することを義務付けている（源泉徴収義務）。 

(2) 前提となる事実等及び上記認定事実をもとに、本件債務免除が「給与等」に該当するかど

うか、検討する。 

 前提となる事実等及び上記認定事実によれば、乙理事長は、長年被控訴人の理事長を務めて

いた者であり、乙理事長は、有価証券取引等の資金を被控訴人から借り入れてきたが、バブル

崩壊後、借入金の返済に窮し、被控訴人に対し、平成２年以降、債務免除及び利息の減免を希

望していたところ、被控訴人は、債務免除をせず、源泉徴収しないことを倉敷税務署に確認の

上利息を減免し、毎月５００万円ずつ利息の支払を受けていたこと、平成１９年８月６日、乙

理事長の課税処分に対する異議決定において、平成１７年の債務免除益について、乙理事長に

資力がなく債務の弁済が著しく困難であると判断され、本件通達が適用され、平成１７年以降

も乙理事長の資産の増加がなかったことから、被控訴人の理事会においても、乙理事長に資力

を喪失し弁済が著しく困難であると判断し、本件各不動産の売却代金を借入金債務と相殺した

後に残存する本件債務を免除した（本件債務免除）ことが認められる。 

 この点について、甲は、本件債務免除の理由として、乙理事長の資力がないことと乙理事長

の被控訴人に対する貢献と述べているが、被控訴人の乙理事長に対する貸付金が長年利息の減

免を受け、利息が細々と返済されているものの、元本返済の目処も立たない不良債権であった

ところ、平成１９年８月６日の乙理事長の課税処分に対する異議決定において、平成１７年の

債務免除益につき本件通達が適用された後、乙理事長の資産の増加がなかった状況下で、本件

債務免除がなされたという事実経過からすると、本件債務免除の主たる理由は乙理事長の資力

喪失により弁済が著しく困難であることが明らかになったためであると認めるのが相当であ

り、債務者が乙理事長（役員）であったことが理由であったと認めることができない。 

 したがって、本件債務免除は、役員の役務の対価とみることは相当ではなく、「給与等」に

該当するということはできないから、本件債務免除益について、被控訴人に源泉徴収義務はな

いというべきである。 

(3) 以上によれば、被控訴人の請求は、その余の争点について判断するまでもなく、理由があ

る。 

第４ 結論 

 よって、被控訴人の請求を認容した原判決は相当であるから、本件控訴を棄却することとし、主

文のとおり判決する。 
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